






       
        中国大連経済技術開発区企業における 
      人材の現地化と内部労働市場 
                
                   松繁寿和    
             Discussion Paper 01-06 
 
 
                   April 2001 
 
   この研究は「個人金融サービス寄附講座」より 
       援助を受けた。記して感謝する。                               
 
       Graduate School of Economics and 
 Osaka School of International Public Policy (OSIPP) 
 Osaka University, Toyonaka, Osaka 560-0043, Japan   
 1 
中国大連経済技術開発区企業における人材の現地化と内部労働市場1 



























                                                 
1 この研究は、科学研究費補助金（基盤研究（B）（２））のもとで行われた。記して感謝す
る。また、関西労働研究会（1999 年 12 月）にて報告され、特に三谷直紀（神戸大学）、馬
俊（富山大学）両氏より貴重なコメントをいただいた。論文中の誤りは全て筆者の責任で
ある。 
2 伊藤 [1998]、関[1992]、日本労働研究機構 [1997,1999]、萬成博、丘海雄 [1997]などが
挙げられる。 










大連経済技術開発区は、1984 年に中国政府が行った 14 沿岸都市の開放政策の中で成立
したものである。96 年の統計で大連経済技術開発区は、面積（30.6km2）および輸出総額


















併で始められた。中国側と P社の出資比率は 3対 7 である。当初は 100 人以下で組み立て
を始め、97 年に従業員 180 名で正式稼動し始めた。現在は 270 名の従業員を抱える。 





                                                 
4 詳細は橋本、裘 [1999] 、または関 [1992]、第５章、pp.149 - 218 を参照。 
5 東芝大連に関しては、荒川[1998]に詳しい。 














た。当初は標準工場9で 100 名規模の操業を始めた。翌年、50 年契約で土地を入手し従業員










の R氏以外に D、F、H、I 氏である。D氏は当初より部長として採用されたが、F、I 氏は
課長として採用され 96 年に副部長に昇進している。H 氏は課長として採用され現在もその








勤めていたが、その企業に頼み P社に 97 年 3 月に秘書として転籍させた。その後 98年 3
月に部長に昇進している。 
9 標準工場とは中国側が提供する工場団地を借りて操業を行っている工場のことである。 
10 係長の平均年齢は 30 歳、早い者の昇進は 27,8 歳である。課長の平均年齢は 35,6 歳で、







年にプリンタ部門で、1998 年に工作部門でそれぞれ ISO9002 を取得している。現在、プ
リンタはワイヤードットプリンタを製造しており、電子ブザーの主力は自動車用、移動体
通信用である。生産高でみると大連で会社全体の 2 割を生産している。プリンタ、ブザー、
工作機械の売上高比率は、それぞれ 60%、35%、5%である。従業員は約 500 名ほどである。 
組織は、日本式の部課長制をとっており、董事長－総経理－部長－課長－課次長－係長
－係長代理－主任（間接）、班長（直接）というヒエラルキーになっている。董事長、総経






長に関しては、総務部門に日本人が 1 名、製造部門では 11 名中 7 名が日本人である。 





して採用された者たちである。A部長は現在 50 歳前で、課長で採用され 2 年前に部長に昇
進した。C課長は現在 40 歳、係長として採用され 2 年前に課長に昇進した。F課長も現在
40 歳、係長採用され 2 年前に昇進している。F課長も現在 40 歳、係長採用され 2 年前に
昇進している。H 課次長は現在 44 歳、係長採用され昨年昇進している。その他の課（次）
長は全てその後中途採用された者たちである。B課次長は 43 歳、4,5年前に主任に採用さ




                                                 
11 班長 26 名の中には班長補佐 1 名が含まれる。また、食堂、翻訳係などの分野に 6 名のグ
ループリーダーがいる。 




３－４ 日系 M社 
M社はセンサー技術を中心に電子機器を製造する日本の大手企業である。大連には 100%
外資の形で 1991 年に進出し、1993 年から操業を始めている。大連工場では電子健康器具
を製造している。当初は 5 人の駐在員を含む合計 100 人で操業を始めた。計画では 500 人
規模の工場にする予定であったが、製品の海外市場が拡大したために大連での生産規模を
拡大し、現在臨時工を含め 1,400 名弱の従業員が働いている。臨時工は 600 名おり、一年
以上の契約の者が 100 名ほど、残りは 8 ヶ月契約である。一般は 1 年契約で管理職は 2 年
契約である。 
組織は図 5 のようになっている。総経理 1 名、副総経理 2 名、次長 2 名、課長 2 名、課
長代理 2 名、係長 1 名からなっている。この下に、主任が 3 名、副主任が 8 名いる。この
うち、日本人は総経理と副総経理の計 3 名である。1 名の次長は中国から帰化した日本人で
ある13。彼ら以外は中国人によって構成されている14。 
課長代理と係長は全員 92 年に入社している。課長代理は 31 歳と 27 歳、係長は 33 歳で
ある。主任は 92 または 93 年に入社した者たちで、それぞれ 30 歳と 27 歳である。副主任
は 93 年入社が 1 名、94 年入社が 1 名、95 年入社が 4 名、96 年入社が 1 名、97 年入社が





この点は、米系 P社、日系 T社と同様である。 
以上から、P社に比べて日系企業の人材の現地化が大きく遅れているとはいえない。特に
K 社の場合は、製品・製造工程が同様であるが規模が大きい。それでも、はるかに現地中
国人を高いポストに就けている率が高い。また、T 社、M 社は、P 社より規模が大きいだ
                                                 
13 彼女は、中国の大学を卒業後、日本の私立大学に修士生として留学し、国立大学博士後




14 もう一人の次長（中国人）は、現在 36 歳で大連市内にある当社の他社製品の委託工場で
通訳の仕事を行っていたが、この工場の設立準備段階時に移籍してきた。高校卒業後、夜
間大学を 5 年で卒業した。課長のうち一名は、現在 37 歳、専門学校を卒業後、国営企業で














P 社の作業員の平均的賃金は月給で約 800 元である。この水準は、開発区内の工会が年
ごとに発表する平均賃金に 2,3%上積みして決定する。新規採用者は 600 元で、物価上昇率
と会社の業績分（数%）を合わせたものが昇給率となる。くわえて、査定が入り、結果は本
人に知らされる。評価シートには、態度、能力、仕事量、仕事の重要度等の項目がある。






から 1700 元、部長は主管の約 2 倍の 3200 から 3400 元レベルの給与をもらう。 







基本給は 657 元、これに勤続を 1 年重ねると 10 元上積みされ、最高 70 元まで勤続給がつ
く。考課は 5 段階で行われ、本人には知らされない。これにより、たとえば 720 元を平均
とすると最高と最低で 60 元ほど差が出る。ボーナスは年間 2,3 ヶ月分が支給される。 
班長は、20 人ほどの部下を持ち平均で 890 元が支給される。年 1 回の考課が行われ、そ
の結果は給与に反映されるが、1 割ほどの差しかつかない。 
大卒の場合、1060 元が初任給で、平均的な考課結果を受けた者の場合、毎年約 40 元の
勤続に伴う増加がある。ただし、課長以上の場合は勤続増加分が無く、考課によって差が
つく。それに主任で 220 元、係長で 550 元、課長で 1000 元、部長で 1400 元の役職手当が
つく。また、技術者の場合はさらに 60 元の職務手当が加算される。 







860 元から 1400 元までの幅、職務給に 200 元から 400 元の幅があり、結果最も給与の低い
者で 1160元、最も高いもので 1900元となり、かなりの差がついている。副主任以上では
職務給が職位ごとに一律になる。課長代理から給与が大きく伸び、特に課長代理と課長の



































































表１ M社の間接部門の給与実態 （単位 元／月） 
 基本給 職務給 一律特別手当 結果 
成員 860－1400 200－400 50 1160－1850 
副主任 1230－1450 400 50 1680－1900 
主任 2050－2370 500 50 2600－2920 
係長 2500 600 50 3150 
課長代理 2700 800 50 3550 
課長 3350－3500 900 50 4300－4450 
次長 3500 1300 50 4850 
 
表２ Ｍ社間接部門従業員に関する基本統計量   
     
 男性  女性    
性別 29 25   
 普通 特異   
採用ルート 52 2   
     
 平均 Std. Dev 最小 最大 
教育年数 15.093 1.508 11 19 
経験年数 5.222 4.591 1 18 
勤続年数 2.708 2.144 0.08 6.5 
年齢 26.315 4.373 22 40 
     
表３ Ｍ社間接部門の賃金関数推定結果     
     
 (I) (II)  
log(給与総額） Coef. P>|t| Coef. P>|t| 
性別（男性＝０，女性＝１） -0.008 0.842 0.003 0.936 
教育年数 0.113 0.000 0.116 0.000 
経験年数 0.065 0.000 0.068 0.001 
勤続年数 0.055 0.001 0.057 0.000 
採用ルートダミー  0.190 0.205 
定数項 5.229 0.000 5.184 0.000 
    
 Number of obs 54 Number of obs 54 
 F(  4,    49) 93.310 F(  5,    48) 75.980 
 Prob > F0.000 Prob > F0.000 
 R-squared 0.884 R-squared 0.888 
 Adj R-squared 0.875 Adj R-squared 0.876 
 Root MSE0.140 Root MSE0.140 
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図 5 M社組織図 
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表 A-1：P社部長以上の履歴概要 
 国籍等 性別 年齢 入社年 学歴 昇進時 備考 
副総経理 中国 男 42 97.3 大卒 当初より 中国側企業より 
財務総監 香港 男 37 95 大卒 95 香港駐在 









男 30 98.3 大卒 98.3  
市場部長 中国 女 30 97.3 大卒 99 秘書で採用 
品質管理
部長 
中国 男 33,4 95 院卒 96  
生産部長 中国 女 32 95 院卒 96  
設備部長 シンガ
ポール 
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